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労 働 基 準 法 （1）労働基準法の意義

労働基準法は、憲法25条第１項・憲法27条第２項を受けて制定され

ている。

・憲法25条第１項：すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生

活を営む権利を有する。

・憲法27条第２項：賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関す

る基準は、法律でこれを定める。

勤労条件に関する基準 → 労働基準法では、労働条件という

（2）労働条件とは

①労働者は労働を提供し、使用者は賃金を支払う

労働者　　　　使用者

労働　　⇔　　賃金

(契約)

②①の労働　⇔　賃金を繰り返すことで、労働者と使用者の間に継

続的な労使関係が成立する。

③しかし、労働者は使用者に対して不利な立場になりやすいため、

労働者保護の観点から、労働基準法により労働条件の最低基準を

定めた。

労働　　⇔　　賃金　　＋　労働条件

（契約）

これが、労働基準法であり、賃金、労働時間、女性・年少者保護、

就業規則等様々な労働条件について法規制している。

社労士の試験科目中で、最も基本となる法令である。

【学習のポイント】

①労働者と使用者、賃金や労働契約といった用語の定義をしっかり

把握すること。

②労働基準法の適用範囲を理解する。

労働基準法

ガ イ ダ ン ス
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③各法令の原則と例外を区別すること。
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労働基準法の定義
（第１条）

労 働 条 件 の 決 定
（第２条）

労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充た

すべきものでなければならない。

この法律で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関

係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならな

いことはもとより、その向上を図るように努めなければならない。

【詳細】

この条文は、憲法25条第１項によるものである。ここでいう、労働

条件とは労働時間、賃金、休日、休暇等職場における労働者の全ての

待遇である。

【行政通達】

●労働者に人格として価値ある生活を営む必要を充たすべき労働条件

の保障を宣明し、本法各解釈の基本観念を為す（22・９・13基発17）。

●人たるに値する生活とは、その時その社会の一般通念による標準家

族の生活をも含む（22・９・13発基17、22・11・27基発401）。

●労働条件の低下が社会経済情勢の変動等他に決定的な理由がある場

合には本条に抵触せず（22・９・13発基17、63・３・14基発150）。

労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきも

のである。

労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、

誠実に各々その義務を履行しなければならない。

【詳細】

賃金、労働時間、休日、休憩、休暇等労働者の職場におけるすべて

の待遇に関する条件である。労働条件は、労働者と使用者が対等の立

場で決定すべきものである。また、労基法に違反する使用者には刑罰

を課している。

No.１ チェック！■■■

No.２ チェック！■■■

労働基準法
１章

総 　 則
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均 等 待 遇
（第３条）

男女同一賃金の原則
（第４条）

使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、

労働時間その他の労働条件について、差別的取扱いをしてはならない。

【詳細】

国籍、人種、宗教的信条、政治的信条、生来の身分等によって労働

条件について差別することを禁止している。ただし、雇入れ後の労働

条件であって、雇入れ時の条件について差別的取り扱いを禁止するも

のではない。使用者は、労働者の雇入れの自由、労働者は職業選択の

自由。

また、罰則は現実の差別的取り扱いに対して６か月以下の懲役又は

30万円以下の罰金となっている。

【行政通達】

●信条とは、特定の宗教的若しくは政治的信念をいい、社会的身分と

は生来の身分をいう（22・９・13発基17）。

●その他の労働条件には解雇、災害補償、安全衛生、寄宿舎等に関す

る条件も含む（23・６・16基収1365、63・３・14基発150）。

【判例】

使用者は、労働者雇入れの自由を有するから、その者の思想、信条

を理由として採用を拒否することも許される（最高大48・12・12）。

使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、

男性と差別的取扱いをしてはならない。

【詳細】

女性労働者に対する賃金の差別的扱いを禁止する原則。

使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について男

性と差別的扱いをしてはならないというもの。賃金以外の人事の女性

差別については男女雇用機会均等法（昭和61年）により規定される。

また、男性よりも女性を有利に扱う事も禁止されている。

罰則は、６か月以下の懲役又は30万円以下の罰金となっている。

【行政通達】

●賃金に関する差別待遇の廃止により、国民経済の封建的構造による

女性労働者の低位であった社会的、経済的地位の向上を賃金に関す

る差別待遇の廃止という面から、実現しようとするものであること

（22・９・13発基17）。

●就業規則に差別待遇の規定あるのみで、差別の事実なきときは違反

とならぬが、その就業規則の規定は無効（23・12・25基収4281）。

1
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No.４ チェック！■■■
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強 制 労 働 の 禁 止
（第５条）

中 間 搾 取 の 排 除
（第６条）

公民権行使の保障
（第７条）

●職務、能率、技能、年齢、勤続年数等がすべて同一である場合、男

性はすべて月給制、女性はすべて日給制とし、労働日数の同じ女性

の賃金を男性より少なくするのは違法（22・９・13発基17、25・

11・22婦発311、63・３・14基発150、婦発47）。

使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束

する手段によって、労働者の意思に反して労働を強制してはならない。

【詳細】

罰則として１年以上10年以下の懲役または20万円以上300万円以下の

罰金が規定されている。労働基準法上最も重い罰則である。

何人も、法律に基いて許される場合の外、業として他人の就業に介

入して利益を得てはならない。

【詳細】

法律に基づいて許される場合とは、職業安定法等である。労働者派

遣は中間搾取ではない。（労働者派遣法を参照）

１回の営利を目的とした行為であっても、反復継続して利益を得る

意思があれば該当する。

【行政通達】

●労働関係の開始についてのみならず、労働関係の存続に関係するも

のも含む（23・３・２基発381）。

●営利を目的として反覆継続して利益を得る意思があれば、たとえ被

害労働者１人１回の行為でも「業」とされる（同前）。

使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民としての権利

を行使し、又は公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合

においては、拒んではならない。但し、権利の行使又は公の職務の執

行に妨げがない限り、請求された時刻を変更することができる。

【詳細】

①労働者は公民としての権利の行使又は公の職務の執行に必要な時間

を請求することができる。

②使用者は、権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、労働

1
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No.６ チェック！■■■

No.７ チェック！■■■
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適 用 事 業

者から請求された時刻を変更することができる。

1. 公民としての権利について

（該当する例）

・公職の選挙権及び被選挙権

・最高裁判所の裁判官の国民審査

・特別法の住民投票

・行政事件訴訟法の民衆訴訟

・選挙人名簿の登録の申出

（該当しない例）

・個人の訴権の行使

・本人以外の選挙者の選挙運動

2. 公の職務について

（該当する例）

・各種議会の議員

・労働委員会の委員

・民事訴訟による証人として出廷

（該当しない例）

・予備自衛官の防衛及び訓練召集

・非常勤の消防団員の訓練召集

3. 公民権行使時間中の賃金について

有給、無給は当該者の自由に委ねられている。

【行政通達】

有給たると無給たるとは当事者の自由（22・11・27基発399）。

労基法が適用される事業。ほとんど全ての事業は適用事業になる。

【詳細】

1. 労基法は別表第１の一に該当する事業・事業所について適用され、

この事業・事業所を適用事業という。この場合、事業・事業所と

いっても経営全体ではなく、個々の事業場単位に適用される。外

国人が経営する事業場にも適用され、同居の親族のみを使用する

事業、家事使用人については適用されない。

<別表第1>
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2. 適用単位の考え方

①場所単位

1
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労 働 者
（第９条）

事業所の所在地等（本社、支社、支店、営業所）

②業務内容（事業内容）

同じ場所の中でも、業務内容が異なれば適用単位も異なる。

例：工場での、製造部門、食堂の部門、診療所の部門等

③指揮命令関係

例えば、営業所の適用を考えるとき、①の場所的には分離してい

ても、指揮命令が他の事業所からなされているときは、当該営業

所は独立性を持たず、指揮命令関係のある事業所と一括して適用

される。（「直近上位の事業所と一括する」という。）

以上、①から③の要件で分ける。

この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所（以

下「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。

【詳細】

労働基準法の解釈としての労働者は、事業に使用され、賃金を支払

われる者であれば、職業の種類を問わず、日雇い、パート、外国人も、

さらに委任、請負の契約の形式にとらわれず、全て労働者として労働

基準法の保護を受ける。
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